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1．はじめに
　1．1研究の背景と目的
　我が国において昭和30年代から都市部及びその周縁部において大量に供給されてきた集
合住宅団地では，老朽化に伴い，面積・性能・設備・住環境などを始めとする様々な問題
点が生じている。その対応については，公的団地においては建替えや修繕,分譲団地にお
いては主として修繕が行われているものの，計画上の合理性・論理性の欠如，コスト・資
金上の問題，各団地固有の特性把握のなさ，合意形成の難しさ，生産組織の未成熟などに
より，将来にわたって良好なストックを継続的に維持するには必ずしも十分なものとなっ
ていない。
　本研究においては，集合住宅団地の継続的・持続的な居住環境維持・更新過程を団地の
再生として包括的に捉え，修理・修繕,改良・改善，大規模改良，建替えを含めた団地再
生手法の個別的選択の論理と手法選択の為に整備すべき諸条件についての提示を行うこと
を目的としている。本報告では，図表1に示すように，集合住宅の住棟及び外構の更新レ
ベルを定義し，各レベルを個々に或いは複合的に選択するという居住環境の変化の合理的
意思決定に寄与する為の要因及び住民による評価を抽出することによって，まず，建替え
直後の集合住宅団地における住民による居住性評価を行っている。
　1．2　研究の方法
　平成9～10年に建替え事業が終了した住宅・都市整備公団アーバンラフレ虹ヶ丘西団地
（名古屋市名東区）の5住棟を対象とし，留置式アンケート調査を行った。実施時期は，配
布：平成ll年2月24・25日，回収：同年3月4・5日である。調査対象概要と配布・回収
状況は図表2・3に示す。
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口再生手法選択のイメージ図
ロ［本報告の位置付け】
・「建替え」という再生手法を選択した本事例あ、住民による居住性評価の結果を示す。
・現在再生時期を迎えている大規模団地での、再生に関する居住者ニーズ調査の参考とする。
　　　　　図表1　集合住宅再生のための4つの手法
図表2　調査対象団地概要’
図表3　調査対象住戸・回収率
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2．調査結果の概要
　2.1 z入居率および世帯主の属性
　建替え事業前後の団地概要を図表2に示す。建替え前の約2割の空室は建替え後にほぼ
解消した。（現状入居募集済分240戸）建替え後では，30歳代の世帯主が，建替え前に比し
て倍増しているのに対し，50歳以上の世帯主はほぼ半減している。従前よりの居住世帯に
ついてみると比較的高齢の世帯主が多いことがわかる。（図表4参照）
　また，単身世帯が32件と多く，2世帯同居の回答者はいなかった。65歳以上の高齢者が
いる世帯は23件，12歳以下のこどもがいる世帯は16件であった。
　世帯収入をみると，税込み世帯年収の多数回答は，300～400万円の11件，500～700万
円の21件，700～1，000万円の19件であった。（図表5）また，世帯主以外の人にも収入が
ある世帯は23件となっている。
図表4　世帯主年齢の比較
図表5　世帯年収
　2．2　前住居の状況
　入居以前に住んでいた住居をみると（図表6），虹ヶ丘団地に以前より居住していた世帯
が約4分の1で，徒歩数分に立地しほぼ同時に建替え事業を行った公団近隣2団地よりの
希望入居世帯を合わせると約4割（以下「再入居世帯」と呼ぶ）となる。これらを含めて，
前住居が公団賃貸の世帯は約45％と高い割合である。前住戸が単身世帯であったのは21
件，1世帯51件，2世帯同居2件であった。
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図表6　前住居の形態
図表7　前住居からの転居の理由
　前住居の平均床面積は64．8㎡ ，賃貸の場合の平均家賃は50，087円，共益費2，750円となっ
ている。
　2．3　前住居からの転居理由
　転居の理由をみると（図表7），「団地の周辺環境・利便性」を挙げた回答が，約4割と
最も多い。再入居世帯に限るとこれらの次に「前住戸の老朽化・狭さ」が多く，新規入居
世帯では「転勤・結婚」「家賃の適当感」が多く挙げられている。
　2．4　居住環境の評価
建替え後に住み始めてからの団地への評価をみると（図表8），質問項目全てに半数から
8割が肯定的回答を寄せている。特に「安全性」「周辺環境」「通勤・通学利便性」「緑の豊
かさ・景観」については約7割以上が満足している。
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図表8　居住環境の評価
図表9　転居の予定
　2．5　今後の居住予定
　約3割の「未定」を除くと，「1～2年」が約2割と最も多く，「一生」が続く。前者は
殆どが新規入居世帯であり，同世帯は年数が長くなればなるほど回答数が減少する傾向に
ある（図表9）。後者は，再入居世帯のうち最も多い回答であり，同世帯群は全体として長
く住み続けようという意識をもっている。
　再び転居するとした場合の理由をみると，全体として「家賃の高さ」が約3割と最も多
い。これは傾斜家賃制度により家賃の上昇してゆく過程での負担感の増大によるものと考
えられる。（図表10）
　転居する場合予定している次の居住形態としては，不動産購入31件，公的賃貸（非木造）
20件の回答が多い。前住居の形態と同様に，公団賃貸嗜好の居住者の割合が高いことがう
かがえる。
　住み続けたい場合の理由は，住居・環境が気に入っているが主だが，高齢で転居が困難
であるも6件ある。（図表ll）
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図表10　転居の理由
図表11住み続けたい理由
　2．6　団地内の交流
　「この団地内に，特に親しい付き合いはない」という回答が60件であり，団地内交流は
非常に少ない。「町内会や地域の催しによく参加している」のは4件で，12歳以下のこど
ものいる世帯が12件と少ないことも影響しているといえる。団地内にお互い行き来する親
しい住戸があるのは15件という結果であった。
　2．7　家賃の負担度
　現在の回答者の平均家賃は72，828円，共益費は3，296円であった。再入居世帯に対しては
図表12のような傾斜家賃制度が適用されており，入居年数に応じて家賃は上昇していくこ
とになる。また，世帯平均の住居手当ては20，787円であった。
　この団地の家賃については相場と比較して全体に割高と感じられており，生活において
家賃の額が負担であるという世帯が約70％にのぼっている。（図表13）
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図表12　再入居世帯の傾斜家賃
図表13　相場と比較した家賃の金額について
　2．8　改善・修繕に対する意識
　改善・修繕工事への工事内容を特定しない意識をみると　（図表14），各項目に亙って肯
定的回答と否定的回答がほぼ同等となっている。
　改善希望時の仮住まい家賃については自己負担に肯定的なのは40％弱，また家賃があが
るならリフォームしないという回答は約50％であった。
　なかでも，「修繕」レベルでは家賃据え置きが70％強と割合が高く，「改善」であっても
家賃上昇に肯定的なのは約35％と低かった。
　また，賃貸はリフォーム困難であるという回答が約45％を占め，賃貸でのリフォームは
あきらめている場合も多い。仮住まいが面倒であるという割合も約35％あった。（図表15）
2．9現在の不具合について
専有部分（住戸内）では，間取り・面積に対する不満が48件と多く，中でも収納に対す
る不満は22件であった。次いで内装材・建具の27件，設備関連では台所の12件，電気容
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図表14　リフォームに対する意識
図表15　リフォーム工事での不都合
量12件が多く，断熱性に対する不満も19件と高かった。調査対象は新築であるので，これ
らの不満は「古さ」に対するものではなく，計画・仕様そのものへの不満であることがわ
かる。
　共用部分では住戸内に比べて関心が低いためか，全体に回答数が少なかった（図表16）。
外部では外壁に関する不満が10件と多く，設備ではエレベーター7件，宅配ボックスの要
望18件，郵便受けへの不満が7件となっている。外構部分では駐車場17件，植栽9件，遊
び場15件，ごみ置き場7件などが比較的不満の多い項目であった。（図表17）
3．まとめ
　本研究では，建替え事業の行われた直後の，当団地の従前からの居住者と新規入居者の
意識傾向の同異を示すとともに，今後の住環境改善に対する意識を報告している。前にも
述べたように，集合住宅団地の更新は，修理・修繕改良・改善，大規模改良，建替えが
合理的に選択され，その繰り返しによる継続的な変化が望まれる。今後，本研究の発展的
展開を行い，引き続き他団地との比較を含めた団地再生条件の検討を行うことにより，再
生手法の策定に寄与する提案に纏めることとしたい。
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　　　　　バルコニーに不満がある
　　　　　　　　断熱性がよくない
　　　近接住戸や配水管の音不満
　　　　　セキュリティシステム不満
　　　　給排水管のいたみ具合不満
　　　200Vの電気製晶が使えない
　　　　　　　　　契約電流量不足
　　　　　　コンセント・ガスロ不足
　　　　　　　玄関・玄関殴備不満
洗面所・洗面化粧台・洗濯機パン不満
　　　　　　　　　．便所・便器不満
　　　　　　　　　　給湯設備不満
　　　　　　　浴室・浴室設備不浅
　　　　　　　台所・台所設備不満
　　　　　　　　　　　　建具不満
　　　　　内装材（床・壁・天井｝不満
　　　　　　　　収納スペース不足
　　　　　　日当たり・風通しが悪い
　　　　　　　　　部室の配置不満
　　　　　　　面積や部屋数が不足
　　　　　　　　　　（人）
図表16　不具合・不満な部位（住戸内部分）
　　　　ごみ置き場不満
　　　　　遊び場不満
　　　　　　植栽不満
　　　　　フェンス不満
　　　　　駐輸場不満
　　　　　駐車場不満
　　　　　　物置不満
　　　　　掲示板不満
　　　　　郵便受け不満
　　　宅配ボックス希望
ガス管のいたみ具合不満
給排水管いたみ具合不満
　　　　　給水圧不満
　　　　給水タンク不満
　　　　　エレへ’一ター不満
　　　共聴設備設置希望
　　　　　　屋外灯不満
　　　　　　屋内灯不満
　　住棟内共用施設不満
　　　　　　　階段不満
　　　　　共用廊下不満
　　　　住棟入りロ不満
　　　　　　　外壁不満
　　　　　　　屋根不満
図表17　不具合・不満な部位（共有部分）
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